
1　重要な会計方針

　　(１)　財務諸表は、公益法人会計基準に準拠し作成している。

　　満期保有目的の債券は償却原価法（定額法）による。

　　(３)　固定資産の減価償却の方法について

　　固定資産の期末残高及び減価償却費の累計額は、定額法による。

　  （４）引当金の計上基準

 　 (単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　　　投資有価証券 50,000,000 0 0 50,000,000

　　　定期預金 30,000,000 0 0 30,000,000

80,000,000 0 0 80,000,000

16,442,128 1,613,000 0 18,055,128

16,442,128 1,613,000 0 18,055,128

96,442,128 1,613,000 0 98,055,128

 　 (単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

50,000,000 （　　　　　0） (50,000,000) （　　　　　0）

30,000,000 （　　　　　0） (30,000,000) （　　　　　0）

80,000,000 （　　　　　0） (80,000,000) （　　　　　0）

18,055,128 （　　　　　0） （　　　　　0） (18,055,128)

18,055,128 （　　　　　0） （　　　　　0） (18,055,128)

98,055,128 （　　　　　0） （　　　　　0） (18,055,128)

合　　　　　計

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　　目

2　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　目

基本財産

小　　　　　計

　　　投資有価証券

　　　定期預金

特定資産

　　(２)　有価証券の評価基準及び評価方法について

　　　　  退職給付引当金は、給与規程の退職金規定に基づく期末退職給与の要支給額に相当する額を

　　　　  計算し、引当額を上回る額に達するまで積立を行っている。

　　（５）消費税等の会計処理

　　 　　消費税等の会計処理は、税込方式による。  　

特定資産

　　　　　退職給付引当資産

小　　　　　計

        退職給付引当資産

合　　　　　計

(4）　財務諸表に対する注記

小　　　　　計

小　　　　　計

基本財産



４　担保に供している資産

なし

５　その他固定資産の取得価額、当期償却額、償却累計額及び当期末残高　

(単位：円）

取得価額 当期償却額 償却累計額 当期末残高 耐用年数・償却率

6,757,560 310,847 1,165,676 5,591,884 22年・0.046%

367,500 24,622 252,375 115,125 15年・0.067%

3,342,182 65,535 2,609,797 732,385 15年・0.067%外

1,717,200 171,720 643,950 1,073,250 10年・0.1%

   什器備品/ノートパソコン（２台） 294,448 98,149 98,149 196,299 3年均等

   什器備品/シュレッダー 325,380 27,115 27,115 298,265 5年・0.2%

   什器備品/ノートパソコン（1台） 162,030 54,010 54,010 108,020 3年均等

556,200 74,160 482,040 0 5年・0.2%

13,522,500 826,158 5,333,112 8,115,228

（注）償却方法は「定額法」による。但し、什器備品/ スチール製家具（キャビネ等）の一部および什器備品/ノート

　　　パソコン（2台）、什器備品/ノートパソコン（1台）について「一括償却・3年均等」を適用している。

6  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

(単位：円）

帳簿価額 時　　価 評価損益

50,000,000 49,710,000 △ 290,000

50,000,000 49,710,000 △ 290,000

   什器備品/ 社内LAN・電話ケーブル

　　その他固定資産の取得価額、当期償却額、償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

科　　　　目

合　　　　　計

　　第７８６回 東京都公募公債

　　　　種　類　および　銘　柄

建物附属設備/新会館事務室間仕切り

   什器備品/ サーバーラック

   ソフトウェア

合　　　　　計

   什器備品/ スチール製家具（キャビネ等）



（単位：円）

補　助　金 一般正味財産

  スポーツ振興等 東  京  都 0 16,965,070 16,965,070 0 流動資産

  関東ブロック大会派遣費 〃 0 21,015,526 21,015,526 0

  国体派遣事業 〃 0 77,992,830 77,992,830 0

  体協強化費 〃 0 21,468,874 21,468,874 0

  スポ少組織整備費 日本ｽﾎﾟｰﾂ協会 0 2,242,095 2,242,095 0

共催分担金

  都民体育大会 東  京  都 0 12,227,000 12,227,000 0

　合同開会式 〃 0 14,398,000 14,398,000 0

  都民生涯スポーツ大会 〃 0 9,420,227 9,420,227 0

  国体予選会 〃 0 7,290,000 7,290,000 0

  競技力向上事業 〃 0 258,844,102 258,844,102 0

  ジュニア育成地域推進事業 〃 0 228,058,867 228,058,867 0

  トップｱｽﾘｰﾄ発掘・育成事業 〃 0 40,953,533 40,953,533 0

   シニア健康スポーツフェスティバル 〃 0 21,927,846 21,927,846 0

  ねんりんピック 〃 0 21,568,822 21,568,822 0

  シニアスポーツ振興事業 〃 0 45,307,098 45,307,098 0

　被災地支援事業 〃 0 24,773,274 24,773,274 0

　スポーツ少年団 〃 0 2,602,003 2,602,003 0

　総合型地域スポーツ 〃 0 7,681,590 7,681,590 0

　スポーツインティグリティ 〃 0 5,284,000 5,284,000 0

委 託 金

  指導者養成事業等 日本ｽﾎﾟｰﾂ協会 0 2,090,685 2,090,685 0

0 842,111,442 842,111,442 0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８　重要な後発事象 825,146,372

なし

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

7　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

合　　　　　　　　　計

貸借対照表上の
記載区分

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高交　付　者補助金等の名称


